
平成 17 年７月 28 日 

 

証券会員制法人 札幌証券取引所による 

パブリックコメント（意見提出手続）実施について 

 

本所は、株式分割に係る基準日の翌日を効力発生日とするための上場制度等の整備

を行います。 

概要は次のとおりです。 

 

「株式分割に係る基準日の翌日を効力発生日とするための上場制度等の整備につ

いて」（別紙参照） 

 

ご意見等は、住所・氏名・会社名等ご連絡先を明記の上、下記要領にて平成 17 年

８月 11 日（木）までに提出して下さい。 

公表資料は、本所ホームページ（http://www.tokeidai.co.jp/sse/）において掲載し

ているほか、下記意見提出先においても配布しております。 

 

記 

 

１．意見提出期限 

平成 17 年８月 11 日（木） 

２．提出方法 

郵送、ファクシミリ 

３．宛 先 

住 所：〒060-0061 札幌市中央区南１条西５丁目 14 番地の１ 

 証券会員制法人 札 幌 証 券 取 引 所 総 務 部 

ＦＡＸ：０１１－２５１－０８４０ 

４．意見等処理方法 

平成 17 年８月 11 日（木）以降、ホームページに掲載いたします。 

 

以 上 
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株式分割に係る基準日の翌日を効力発生日とするための上場制度等の整備について 

 

平成１７年 ７月２８日 

証券会員制法人 札幌証券取引所 

 

項   目 内      容 備    考 

Ⅰ．趣旨 ・ 株式分割に係る現行実務においては、株主の確定や株券の

準備等に時間を要することから、新株券が交付されるまでの

間、投資者は新株券を売却できず、流通市場において需給の

不均衡が生じて株価の大きな変動を招く事例が見受けられま

す。 

株式会社証券保管振替機構では、この問題を解消するため、

株式分割に係る基準日の翌日に新株券が預託されたものとみ

なすことにより、来年１月から当該基準日の翌日から新株券

を旧株券と同様に決済物件として利用することができる対応

を実施することとしています。 

これに伴い、株式分割実施時に株券の円滑な流通と公正な

価格形成の確保を図るため、株式分割に係る基準日の翌日を

株式分割の効力発生日とするよう上場会社に義務付けるなど

上場制度の整備を行うこととします。 

また、株式分割に係る新株式の効力発生日までに要する期

間が短縮されることに伴い、分割新株式に係る基準日から新

株券の交付まで一定の期間がかかることを前提としている発

行日決済取引の必要性が低下することから、株式分割により

発行される新株券の発行日決済取引を廃止することとしま

す。 

 

 

Ⅱ．改正概要   

１．株式分割の効力発生 ・ 上場会社が株式分割を行う場合は、当該株式分割に係る基 ・ 商法上、株式分割の効力発生日は取締役会で定めることが
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日 準日の翌日を効力発生日として定めるものとします。 できることとされています。 

２．停止条件付株式分割

の基準日 

・ 授権株式数の増加に係る定款変更が株主総会で決議される

ことを条件として株式分割を行う場合は、当該決議を行う日

から起算して５日目（休業日は除外する）の日以後に当該株

式分割に係る基準日を設定するものとします。 

・ 株式分割が行われるかどうか確定していない状態で権利落

日を迎えることを避けるため。 

・ 商法上、株式分割に伴う授権株式数増加に係る定款変更に

限り、原則として取締役会で決定できることとされています

が、種類株を発行している場合には株主総会の特別決議が必

要となります。 

３．株式分割により発行

される新株券の発行

日決済取引の廃止 

 

・ 株式分割により発行される新株券の発行日決済取引を廃止

します。 

・ 株主割当又は公募により発行される新株券の発行日決済取

引については、現行どおり取り扱うこととします。 

 

Ⅲ．実施時期（予定） ・ 株式会社証券保管振替機構における株式分割の効力発生日

の早期化への対応に合わせ、平成１８年１月４日以後の日を

基準日とする株式分割から実施します。 

 

 

 

以 上 


